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本研修のねらいと構成

本研修のねらい：

１ 養介護施設従事者等による高齢者虐待について、その発生の過程を追いながら、

虐待防止のためにできること、より質の高いサービス提供のヒントを得る

２ 養護者による高齢者虐待について、介護事業者としての役割及び、行政との連

携のポイントを確認する

３ サービスを利用する方の権利擁護の視点から、介護事業者としての日々の業務と

連続する将来ビジョンを確認する。





本研修の引用資料と略号

①市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について

令和５年３月 厚生労働省 老健局 ‥‥‥（高虐マ P〇〇）

②高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律）平成十七年法律第百二十四号）

‥‥‥（高虐法 第〇〇条）

③障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年法律第４９号）

‥‥‥（障虐法 第〇〇条）



高齢者虐待の現状

令和４年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等

に関する法律」に基づく対応状況等に関する調査結果

令和５年１２月２２日

厚生労働省老健局高齢者支援課



養介護施設従事者等
による虐待の現状

令和４年度調査結果





養介護施設従事者等による高齢者虐待のポイント



虐待の内容
養介護施設従事者等による被虐待高齢者として特定された1,406人のうち、虐待の種別では
「身体的虐待」が810人（57.6％）で最も多く、次いで「心理的虐待」464人（33.0％）、
「介護等放棄」326人（23.2％）であった。（複数回答）



（認知症との関係）
入所系施設における被虐待高齢者の「認知症の程度」と「虐待種別」の関係をみ

ると、被虐待高齢者の認知症日常生活自立度「Ⅳ／Ｍ」の場合、身体的虐待を受け
ている割合が高く、心理的虐待を受けている割合が低い傾向がみられた。



施設・事業所の種別
虐待の事実が認められた施設・事業所の種別は、「特別養護老人ホーム（介護老人福祉施
設）」が32.0％で最も多く、次いで「有料老人ホーム」が25.8％、「認知症対応型共同生
活介護（グループホーム）」が11.9％、「介護老人保健施設」が10.5％の順であった。



相談・通報者
相談・通報者の内訳は、相談・通報者の合計3,166人に対して、「当該施設職員」27.6％
と最も多く、次いで「当該施設管理者等」が15.9％、「家族・親族」が15.5％、「当該施設
元職員」が9.5％であった。なお、「本人による届出」は1.7％であった。



過去の指導等
虐待があった施設・事業所のうち、過去に虐待が発生していた割合は21.3％、過去に何ら
かの指導等が行われていた割合は27.1％であった。指導内容としては、虐待防止の取組や
不適切ケア、事故発生時の対応、身体拘束の適正運用等に関するもののほか、人員基準違
反等関する指導、記録整備等に関する内容であった。



養護者による虐待の現状
令和４年度調査結果





養護者による高齢者虐待のポイント



虐待の内容：
養護者による被虐待高齢者の総数17,091人のうち、虐待の種別では「身体的虐待」が11,167人

（65.3％）で最も多く、次いで「心理的虐待」が6,660人（39.0％）、「介 8 護等放棄」が
3,370人（19.7％）、「経済的虐待」が2,540人（14.9％）であった。（複数回答）



認知症との関係：
被虐待高齢者の「認知症の程度」と「虐待種別」の関係をみると、被虐待高齢者に重度

の認知症がある場合には「介護等放棄」「経済的虐待」を受ける割合が高い。一方で「身
体的虐待」「心理的虐待」では逆の傾向がみられた。



要介護度との関係：
被虐待高齢者の「要介護度」と「虐待種別」の関係をみると、「介護等放棄」では要介

護度が重い方の割合が高く、「心理的虐待」では逆の傾向がみられた。また「要支援１」
「要支援２」を除くと、「経済的虐待」で「介護等放棄」と同様の傾向が、「身体的虐
待」では「心理的虐待」と同様の傾向がみられた。



相談・通報者：
介護保険サービスを受けている場合：相談・通報者に「介護支援専門員」や「介護保険事

業所職員」が含まれる割合が相対的に高かった。
過去受けていたが虐待判断時点では受けていない場合や過去も含めて受けていない場合：

相談・通報者に「医療機関従事者」「警察」「家族・親族」「被虐待者本人」などが含まれ
ている割合が相対的に高かった。



被虐待高齢者から見た虐待者の続柄：
「息子」が6,982人（39.0％）で最も多く、次いで「夫」4,070人（22.7％）、「娘」
3,465人（19.3％）であった。
＊世帯構成では、「虐待者のみと同居」が（52.8％）で最も多く、「虐待者及び他家族と
同居」の（34.0％）と合わせると（86.8％）の被虐待高齢者が虐待者と同居していた。



高齢者虐待の捉え方
‥なぜ虐待防止法が制定されたのか…



高齢者虐待防止法の「虐待」の捉え方

（１） 虐待防止法上の「虐待」の範囲は広い

（２） サービス利用者のための支援が、どこから虐待に変わるのか？

（３） 虐待が起きる時、現場スタッフ個人と職場・組織との関係は？

… 事例から考えてみる …



東京都福祉保健財団 高齢者権利擁護支援センター作成
（大渕修一監修「高齢者虐待対応・権利擁護実践ハンド
ブック」法政出版。2008，P26より一部改変
【（公社）あい権利擁護支援ネット作成の図を引用】





事例から考えてみよう
• グループホームに勤務するAさん。最近入所者で外部の医療機関への通院が必要な人が増えてきた。

本来は家族が通院付き添いをすることになっているが、家族の高齢化もあって、日勤の職員が代わり

に通院に付き添わざるをえないことが増えて来ていた。

• その日も午前中からお昼に欠けてAさん一人だけで入所者に対応することになった。お昼の支度が遅

れている中で、盛んにトイレへの付き添いをAさんに頼む入所者の傍らで、最近歩行が不安定になり

転倒の恐れがあるBさんが、今日はイライラした様子で何度も立ち上がろうとしていた。

• AさんはイライラしているBさんの隣に座って、Bさんの好きな昨日の相撲の話等をすれば落ち着くだ

ろうと予想してはいたが、トイレ介助の方を優先してトイレへ向かった。

• Ａさんがトイレから戻ると、Ｂさんが椅子に足を引っ掻けて危うく倒れる寸前の場面に遭遇した。Ａ

さんは思わずＢさんを大きな声で叱責して、Ｂさんの腕を強く掴んで元のソファーへ座らせた。

• Bさんの腕には、翌日青黒い痣が残っていた。Aさんはこの痣を見て、落ち込んでしまった。

⇒Aさんの対応を、Bさんの立場とAさんの立場の両面から考えてみてください

「介護現場のためのストレスマネジメント支援テキスト」‥社会福祉法
人東北福祉会認知症介護研究・研修仙台センターの事例を一部改変



Bさんにとっての生活環境がこのままなら、
Bさんの生活の質は？ Aさんの仕事への意欲は？
＜Aさんの立場から：＞

• 自分の行動は、虐待になるのだろうか？

• こんな出来事を虐待と言われたら、仕事なんてやってられない！

• 上司には、本来の人員で支援できるように何度も頼んでいる！

• Bさんはとても寂しがりで、話し合い手がいれば、いろいろな話が出て来る人なのに！

＜Bさんの立場から：＞

• 今日はやることがなくて、Aさんも忙しそうだったから、散歩でもしようと思って‥

• 倒れそうになって危なかったけど、あんなに大きな声で怒鳴らなくたって！

• 今朝は起きたら、掴まれたところが痛かったよ！



虐待防止法を理解する

１ なぜ虐待防止法が制定されたのか？

２ 虐待防止法に罰則はあるのか？

３ 養護者って何？

４ 事業者の役割は？



虐待防止法を理解する
‥なぜ虐待防止法が制定されたのか？

①警察 ‥ 民事不介入（家族間でのもめ事に警察は関わらない）

②行政 ‥ 申請主義（御用聞きには回らず、必要な人が支援を申請してくるのを待つ）

③介護保険法・障害者総合支援法 ⇒ 措置から契約に基づく民間からの支援サービス提供

④身近な地域で、あるいは隣に住む人が、自ら助けを求められない状況で虐待・権利侵害に遭っ

ていても、積極的に介入することが困難（介入する明確な根拠がない、対応の仕組み、体制

がない、対応のための役割分担が定まっていない）。

●「高齢者虐待の防止・高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の施行

‥平成１８年（２００６年）４月‥



虐待防止法の現在

●「高齢者虐待の防止・高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の施行

‥平成１８年（２００６年）４月‥

●「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」の施行

‥平成２４年（２０１２年）１０月‥

●「高齢者虐待防止マニュアル」 ‥平成３０年（２０１８年）３月‥

● 令和３年度 基準省令の改正

● 令和３年度末 介護保険施設等監査指針の改正⇒これまで「指定基準違反等」

として含まれていた「人格尊重義務違反」を改めて監査対象として明記。

●「高齢者虐待防止マニュアルの改訂」 ‥令和５年３月‥

「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」





虐待防止法には罰則があるのか？
① 虐待防止法の目的は、対象となる人の尊厳の保持、権利を擁護すること、再発の防止

⇒ 虐待防止法には、虐待を行ったことを理由とした罰則の規定はない

② 介護保険法に基づく指導監査による、人格尊重義務違反、法令違反等の認定

③ 自治体の告発義務 ⇒ 刑事訴訟法第２３９条第２項、公務員はその職務を行うことにより犯罪

があると思慮するときは、告発をしなければならない旨が規定されている。

④ 刑事罰 ⇒ 虐待の５類型にそれぞれ刑事罰の対象となる可能性

刑法の改正 ⇒ 強制性交罪の拡大と厳罰化‥平成２９年（２０１７年）施行

刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律 ⇒ 罪名の変更と適用要件の具体化

‥令和５年（２０２３年）施行

⑤ 消費者契約法 ⇒ 契約の不履行、契約手続きの不備、重要事項説明書の不備、解約手続きの不備

⑥ 法律相談～民事訴訟 ⇒ 法テラスの特定援助対象者法律相談援助制度



養護者とは？

① 現に養護するものであって、サービス提供を行う者及び使用者以外のもの

② 金銭・財産の管理、身辺の世話（鍵の管理・共有、窓の開け閉め‥）身体の介護

など何らかの世話をしている家族、親族、同居人等が該当

③ 同居していなくても、現に身辺の世話をしている親族、知人等が養護者に該当する

場合がある

④ お互いに自立した夫婦間での暴力等は、ＤＶ法や刑法等による対応となる

（高虐自手P3 P6）（障虐自手P3 p4）



虐待防止法上のサービス提供事業者としての役割

１ 虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、虐待の早期発見に努めなければならない

２ 通報義務‥虐待を受けたと思われる障害者を発見した者に速やかな通報を一律に義務化

（高虐法第第４条、第４条）（障虐法７条、１６条、２２条）

３ 国及び地方公共団体が講ずる施策に協力するよう努めなければならない

４ 障害者虐待‥虐待防止のための研修の実施及び啓発、相談体制の整備、虐待に対処す

るための措置等の虐待を防止するための措置 （障虐法２９条、３０条、３１条）

５ 高齢者虐待‥令和３年度の基本省令改正⇒虐待の防止のための措置に関する事項

（３年間の経過措置期間後、令和６年４月より義務化） （高虐法第20条）



身体拘束等の適正化 （高虐マP.14～15）



虐待の具体的な例示

‥ 高齢者虐待対応マニュアルから ‥



（養介護施設従事者等）身体的虐待 （高虐マｐ10）



（養護者）身体的虐待 （高虐マｐ8～9）



（養介護施設従事者等）介護・世話の放棄・放任（高虐マｐ10）



（養護者）介護・世話の放棄・放任 （高虐マｐ8）



（養介護施設従事者等）心理的虐待 ① （高虐マP11）



（養介護施設従事者等）心理的虐待② （高虐マP11）



（養護者） 心理的虐待 （高虐マP.9）



（養介護施設従事者等）性的虐待 （高虐マP11）



（養護者） 性的虐待 （高虐マP.9）



（養介護施設従事者等）経済的虐待 （高虐マP.12）



（養護者）経済的虐待 （高虐マP.9）



身体拘束について
‥これまでは、本人の安全を確保するためにやむを得ないもの‥

①大きな精神的苦痛を与える行為‥怒り、不安、屈辱、あきらめ

②身体的な機能の奪う危険性‥関節の拘縮、筋力低下

③拘束されている方の家族への影響‥混乱・苦痛・後悔

④本人の意思にかかわらず、その能力、身体的物理的な自由を奪

い、‥本人の能力や権利を奪うことに繋がりかねない行為

＊「緊急やむを得ない場合」の適正な手続きを経ていない身体拘

束は、原則として虐待・身体的虐待に該当する行為と考えられる。

（高虐自マP13）（障虐施手P33）



拘束が拘束を生む「悪循環」（高虐マP.13）



身体拘束の具体的な内容 （高虐マP14）



やむを得ず身体拘束を行う場合の３要件・全てを満たすことが必要
（障虐施手P34）



通報と予防
‥養介護施設従事者等による虐待を組織の力だけで予防・対応ができるか？…



法に定められた義務としての虐待通報

①虐待を受けたと思われる高齢者・障害者を発見した際には、速

やかにこれを市町村に通報しなければならない。

（高齢者虐待防止法第２１条第1項）（障害者虐待防止法第16条）

★施設・事業所内で同僚や先輩、上司による虐待と思わる行為

を発見した場合、組織内での通報⇒組織内で事実確認⇒組織

内での改善、という経路での改善が確実にできるか？

⇒ 虐待が表面化する前の段階でその兆候を発見、虐待の兆

候・リスクへの対応ができなかった結果としての現在がある

★虐待の疑いがある行為が、支援の中で発生したとすれば、そ

の根はすでに深く組織内に浸透してしまっているのでは？



通報が利用者を救い、スタッフ、組織を救う

①組織の力だけで、深く根を張っている虐待の複数の原因を暴き出し
て、その具体的な改善までも行うことは困難で時間がかかる！！
‥「自分に仕事を教えてくれた大先輩の対応に口を出せない」‥

②虐待通報により、自治体等の力を借りた改善計画を進めたが、虐待
の複数の原因の全てを一度に改善することは困難だった！！
⇒何度でも、通報によって、自治体及び外部の専門職の力を借りて
の改善を繰り返すしかない。…組織再生のために何年もの努力

が必要だった多くの事例
③自治体の力を借りた早期の改善は、虐待を受けている利用者の権利
侵害からの回復という意味で急務！！ まずは利用者の安全で安心
な生活環境、介護環境の確保が最優先！！
その後で、虐待防止策、職場・組織の再生という順序が大切。



既存の取り組みを権利擁護・虐待防止へ向け
て効果的に重ね合わせることができるか？
①個々のスタッフのストレスチェック ⇒ セルフケアの重視

②職場のストレスチェック ⇒ 組織のストレスマネージメント

③ヒヤリ・ハット報告、介護事故報告と改善計画

④苦情対応、第三者委員会

⑤個別支援計画策定のためのケース会議

⑥虐待防止委員会の開催 ⇒ 虐待防止マネジャーと中心とした

組織的な取り組み

⑦身体拘束の適正化を検討する委員会の開催 ⇒ 組織内の周知

⑧利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会の設置の義務付け（令和6年度介護報酬改定）



養護者による虐待への
対応ポイント

‥支援チームとのバランスを取る？…



養護者による虐待への対応のポイント①

在宅生活支援チームとしての「譲れない一線」の提示

• 介護・福祉サービスの利用（介護保険制度）⇒ 介護の社会化

＊養護者・介護家族にとての介護は、「きわめてプライベートな生活

の一部であり、外部者が立ち入れない聖域」と考えている場合

・医療・介護は、社会に開かれている「公共の領域・場」にある！

行政も介護事業者も医療機関も入った在宅支援チームの一員として、

当然養護者・介護家族も参加している！

⇒ チームの一員としてのルールの提示（情報の共有）

⇒ チームとして、養護者に対して「譲れない一線」を提示する



養護者による虐待への対応のポイント②

一時保護は、重要な意思決定支援場面

• 住み慣れた生活環境の中で、長い時間に渡る虐待を受けていた高齢
者は、パワレスの状態にある。

• その虐待の行われている環境で、今後の生活の選択（介護家族と分

れて、施設へ入る ～ 成年後見制度等を利用して自分の家を取

り戻す）等の検討を継続的に行うことは困難！！

• 一時保護は、①本人にとって安心で安全な生活をする体験の場、

②パワレスな精神状態からの回復の時間と場、③落ち着いた環境

で情報を得て今後を考える重要な意思決定の場、④介護家族にとっ

てもレスパイトとして、自分の生活や介護を冷静になって振り返る

チャンスになる。



養護者による虐待への対応のポイント③

行政による「虐待あり」の判断が必要な理由

①通常の支援とは別の対応に切り替わる分岐点を明確にする

・通常の支援⇒その人らしい日常生活の実現

・虐待対応⇒侵害された権利の回復を目的とした特別な支援

②個人情報の共有‥虐待ありの判断により、対応チーム及び協力

機関等での個人情報の収集・共有が容易になる

③行政の権限行使の根拠‥立ち入り調査、一時保護、面会制限等

④養護者支援‥養護者を支援するチームの形成や引継ぎが可能に



意思決定支援のイメージ
‥支援チームとのバランスを取る？…



第厚生労働省 第二期成年後見制度利用促進計画の概要 P.7



意思決定支援のイメージ（事例から）

•一人暮らしで身寄りのないＡさんは要介護４、年齢相応の判断
能力低下で認知症の診断があり、専門職の保佐人が選任されて
います。

•愛着のあった自宅から特養に入所して半年、ほとんど自分から
は会話しないＡさんが、「家に帰りたいなあ」とため息まじり
に職員に話しかけてきました。

•一軒家の自宅はまだ本人の希望で、そのままになっています。

•あなたがＡさんから話しかけられた、どのような対応をします
か？



意思決定支援て何？

•Ｂ職員‥在宅生活の限界から、保佐人と相談の上で、入所を自
ら選択した経緯を話して、自宅に戻れないことを思い出しても
らう働きかけをした。

•Ｃ職員‥本人の意向をできるだけ実現するために、一時帰宅や
外出時に自宅の様子を見に行くプランをAさんに提案した。

• D職員‥「どんなご自宅なんですか？」「どんな庭木を育てて
いたのですか？」等、自宅での生活についての思い出を話して
もらうように対応した。



あなたの支援の質を問う、重要な指標

•本人への支援を行うに当たり、支援を脇に一旦置いて、本人が
どのような人なのか、「その人のことを知りたい」という気持
ちをその人に向けることが大切なのでは？

•高齢者の権利擁護のポイントは２つ

①自分で決める、選択すること

②自分の生活を、自分にとって意味があるものにする

= 自分が生活の主導権を持つこと、

それが日々実感できること

•①と②を支援の中で重視して、支えることが意思決定支援



本人からの訴えを阻んでいるものは？



令和２年度 後見人等への意思決定支援研修資料 P.16



令和２年度 後見人等への意思決定支援研修資料 P.19



意思決定支援サポーター

•後見人等（特に市民後見人）

•任意後見受任者・任意後見人

•日常生活自立支援事業の生活支援員、専門員

•意思決定支援サポーター

‥とよた意思決定フォロワー（豊田市モデル事業）

•介護相談員（介護相談員派遣事業）

•信頼できる友人・知人・親族

•（地域包括支援センター職員、ケアマネジャー）



介護サービス事業者としての取組

‥ 予防と再発防止策 ‥



組織としての権利擁護・虐待防止研修の計画性・継続性について

‥今回の研修は、広範囲な領域を一方通行の講義で実施

⇒より効果的な、権利擁護の理念を踏まえた虐待予防研修は？

〇現場スタッフ、チームリーダー、管理職（人事、予算担当）

に分けた研修が必要

①現場スタッフは、日々の支援での疑問やストレスを抱え込まず

に話し合える場を確保して、そこで虐待の芽への気付きができ

ることが重要（個別支援計画の変更、ヒヤリ・ハット、身体拘

束適正化等、何でも話し合える場として、多角的に定期的なミー

ティングを活用する）



組織としての権利擁護・虐待防止研修の計画性・継続性について

②チームリーダー、虐待防止マネジャー等は、外部の専門職や他

の職場（組織）及び異なる職種との組織を超えた情報交換の場

を持つことで、組織の偏りや閉塞に気付く機会となる

③管理職は、前述した既存の委員会や労務管理上のチェックの機

会等を、利用者の権利擁護及び虐待防止の取り組みと重ね合わ

せて、各スタッフに対して、日々の取り組みがどのように理念

面でつながるのかをストーリーとして提示する役割を持ってい

る。この組織としての実践を一体的に提示する工夫を行うため

には、各委員会に外部の専門職や学識者等を加えることも有効



介護支援専門員等向けの「虐待の芽チェックリスト（相談援助職版）」（公財）東京都福祉保健財団



虐待の芽チェックリストの例



虐待の芽チェックリストの例





自己学習及び、組織内研修のおすすめ教材

１ ＊「介護現場のためのストレスマネジメント支援テキスト」

‥社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研修仙台センター

２ 東京都福祉保健財団HP ⇒ 研修を受講される方へ ⇒高齢者権利擁護推進事業

⇒ 養介護施設従事者等による高齢者虐待防止に役立つ資料等のリンク集

⇒ 4.高齢者虐待防止等に関わる虐待防止、予防のチェックリストの活用

⇒ 5.身体拘束廃止の手引き・教材・資料

⇒施設における身体拘束廃止の取組み事例集

⇒ 7.職員のストレスマネジメント・ケアに関わる教材・資料

⇒＊

⇒ 9.意思決定支援ガイドライン



組織内研修のおすすめ教材②

３ 障害者虐待防止及び身体拘束等の適正化に向けた体制整備等の取組事例集

令和４年３月 PｗCコンサルティング合同会社

４ 厚生労働省HP ⇒

①市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援につい

令和５年３月厚生労働省 老健局

②市町村・都道府県における障害者虐待の防止と対応の手引き

令和５年７月 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活・発達障害者支援室

③障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き

令和５年７月 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活・発達障害者支援室



長時間に渡るご傾聴、有難うございました。


